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原子力二法人統合準備の進捗状況とスケジュール
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原子力委員会

17年度16年度15年度14年度項目/年度

基本的考え方

二法人統合に向けた検討

各界からの

ヒアリング等
基本報告 最終報告

　　事業領域、組織、
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの骨格の検討

人事・財務等、諸制度の基本方針の検討

安全管理・原子力防災等、推進体制の検討

廃止措置・廃棄物処理処分の
資金、スケジュール等の検討

統合ＯＡシステムの検討

新法人設立作業

・統合に係る種々の課題についての調整　等

・中期計画、業務方法書、諸規定等の作成

・組織・運営体制の確立

（試験運用）

成果普及、国際協力、広報・情報公開等
の基本方針の検討
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• 原 研 ･ 機 構 統 合
検 討 会 議 設 置

• 新 法 人 設 立 準 備
検 討 委 員 会 設 置

理 念 等 の 検 討

事 業 内 容 の 検 討

• 原研・機構統合
準 備 室 設 置

• 新 法 人 設 立 準 備 室
設置

・外部評価体制の確立

・大学、産業界との連携、協力体制の整備
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総合調整ワーキング・グループ（ＷＧ）
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原子力二法人統合準備に係る検討体制
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原子力二法人の統合に向けた先行的取組み

○融合研究（融合研究委員会の設置：平成14年7月2日）　　　　　　　　　
　－基礎・基盤的研究とプロジェクト研究の相乗的発展を目指す－
　　　　・（再処理プロセス分野）高度化湿式再処理要素技術研究開発
　　　　・（材料研究分野）　　　照射場材料劣化現象評価研究
　　　　・（燃料研究分野）　　　マイナーアクチノイド含有燃料照射特性試験

○融合研究（融合研究委員会の設置：平成14年7月2日）　　　　　　　　　
　－基礎・基盤的研究とプロジェクト研究の相乗的発展を目指す－
　　　　・（再処理プロセス分野）高度化湿式再処理要素技術研究開発
　　　　・（材料研究分野）　　　照射場材料劣化現象評価研究
　　　　・（燃料研究分野）　　　マイナーアクチノイド含有燃料照射特性試験

○新法人の効率的事業運営と体制強化に向けた取り組み
　（人事交流、東京事務所の一元化、海外事務所の合理化、

　　　　　　　　　　　　　防災・研修事業の一本化、広報活動の共同推進など）

○原子力施設の廃止措置、放射性廃棄物処理処分計画の共同検討・推進　　

○新法人の効率的事業運営と体制強化に向けた取り組み
　（人事交流、東京事務所の一元化、海外事務所の合理化、
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○ITを活用した業務運営システムの統合　　　　　　 　　
　　　　（業務統合・情報化推進協議会及び情報化推進共同作業チームの発足：平成14年11月1日）
　

－発展性のあるＯＡシステムを構築、業務運営の効率化・品質向上を図る－
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